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09/18・米利上げ再開 0.25％ 9 ヶ月ぶり FRB、雇用対応を優先 

  ・所得上位 1 割、米消費支え 8 月 関税でも購買力 小売売上高 0.6％増 

  ・家計の金融資産 2239 兆円 6 月末に最高 株高で残高膨らむ 

  ・カナダ 0.25％利下げ 4 会合ぶり インフレ圧力低下 

09/19・「追加利下げ」FRB 分裂 やまぬトランプ風圧 統計不信も混乱助長 ＜1＞ 

    次の利下げ見通しにくく 市場関係者 インフレ再燃警戒の超え 

  ・世界株高、日本も急追 日経平均、初の 4 万 5000 円台 インフレ起点に資金循環 

  ・金融市場の歪み増幅 トランプ関税+FRB 利下げ 緩和マネー行き渡らず 

  ・消費者物価 2.7％上昇 8 月 エネ補助再開で伸び縮小 

  ・エヌビディア「歴史的提携」 インテル株 23％高 生産委託は明言せず 

09/20・異次元緩和、最終出口へ 日銀、ETF 売却決定 金利据え置き 決定会合 ＜2＞ 

  ・日銀、神経戦の ETF 売却 残高 70 兆円、消化に「100 年以上」 

    市場のかく乱回避 利上げ路線崩さず 賃上げや関税注視 市場は「年内」有力視 

  ・高度専門職向け「H1B」ビザ 米、取得料 10 万ドルに IT 企業の採用に影響 

09/21・年内訪中は合意できず トランプ氏、習氏と「取引」不発 貿易交渉が難航 

  ・日鉄の出ばなくじく黄金株 米政府、US スチール工場停止阻止 

09/22・外食、中国デフレに照準 低価格店 日本の経験生かす サイゼリア、10 年で倍増 

  ・長期金利上昇、一時 1.65％ 17 年ぶり 日銀追加利上げ観測で 

  ・金投資に妙味、中国が傾斜 民営金鉱最大手 採掘・取引で存在感 

  ・パレスチナ国家承認 英豪カナダ表明 G7 で初めて 

09/23・米政権「殉教」訴え左派攻撃 カーク氏をトランプ氏追悼 ＜3＞ 

  ・正恩氏、核容認なら米と対話 韓国は「最も敵対的な国」 

09/24・エヌビディア オープン AI に 15 兆円 巨大データ拠点構築 

  ・トランプ氏、国連を網批判 総会演説「紛争解決、機能せず」 パレスチナ承認反対 

    「ロシア産全エネ禁輸を」 欧州へ要求、ガスも追加 

09/25・中国、国際貿易の主導狙う WTO の「途上国優遇」放棄 ＜4＞ 

  ・対 EU 車関税 米が 15％に下げ 医薬品は「相互」免除 

  ・トランプ氏「全領土奪還可能」 ウクライナへの言動一転 対ロ圧力強化 

09/26・米、医薬品に関税 100％ トランプ氏「来月から」 ＜5＞ 

  ・TikTok 買収承認 米大統領 事業価値「2 兆円」 

  ・株式分割 12 年ぶり高水準 4～9 月 124 件 個人、株価支え ＜6＞ 

09/27・トランプ景気、悲観論後退 4～6 月 GDP 個人消費 1.1 ポイント上方修正 

  ・日欧の医薬品 関税軽減へ 15％上限見通し 米「合意に従い適用」 

  ・中国株高、馬雲（ジャック・マー）氏復権の影 習氏軟化、米と対立備え 



09/30・金 2 万円 高値でも買い 国内 1 グラム インフレ下で資産防衛 ＜7＞ 

10/01・米、ガザ和平へ「最後通告」 武装解除など 20 項目の新提案 ＜8＞ 

  ・外国人材増「賛成」9 割超 「社長 100 人アンケート」 

    高度な専門職確保急ぐ 新政権の議論に影響 

  ・ロシア国防費 来年 4％減 ウクライナ侵攻後初マイナス 連邦予算案 ＜9＞ 

    エネ収入細り財政逼迫 

  ・景況感 2 期連続改善 日銀 9 月短観 製造業 関税合意が寄与 

10/02・10 年債 表面利率 1.7％に 利上げ観測 17 年ぶり高水準 

  ・国内 MMF9 年ぶり復活 国債軸に運用 金利上昇受け 個人の投資受け皿に 

  ・インド悲願の国産半導体 地場系・ルネサス、年内生産へ 脱中国依存へ産業強化 

  ・米政府機関一部閉鎖 非難の応酬 政権、巨額事業を凍結 民主「経済に不可欠」 

    ドル売り加速 一時 146 円台半ば 国債や金に買い 

10/03・米雇用統計、遅れ不可避 政府閉鎖 経済実態、把握難しく ＜10＞ 

  ・「ハイブリッド戦争」欧州対抗 ロシア、偽情報・インフレ攻撃の疑い ＜11＞ 

    ドローン防衛、首脳協議 

  ・自社株買い上半期で最大 6 兆円規模 資本効率改善に圧力 

  



 



 


